仙台市墓地，埋葬等に関する法律の施行に関する条例

平成１２年３月１７日

仙台市条例第　１５号

　（趣旨）

第１条　この条例は，墓地，埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号，以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（墓地等の経営許可基準）

第２条　法第１０条第１項の規定に基づく墓地，納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の経営の許可（以下「経営の許可」という。）を受けようとする者は，次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

一　県又は市町村

二　本市に住所を有する宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第４条第２項の宗教法人（以下「宗教法人」という。）

三　墓地等の適正な経営に支障がないとして特に市長が認める者

２　経営の許可を受けようとする宗教法人は，その経営を宗教法人法第６条に規定する事業として行ってはならない。

３　経営の許可に係る納骨堂の設置場所の基準は，宗教法人が経営するものについては，当該宗教法人の主たる事務所が存する境内地（宗教法人法第３条に規定する境内地をいう。）内にあることとする。

４　経営の許可に係る火葬場の設置場所の区域の基準は，次のとおりとする。

一　都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に規定する市街化区域内にないこと

二　住宅及び学校，病院その他の公共施設からの距離が１００メートル以上であること

（墓地等の変更許可基準）

第３条　前条第２項の規定は，法第１０条第２項の規定に基づく墓地等の変更の許可（以下「変更の許可」という。）を受けようとする宗教法人について準用する。

（その他の許可基準）

第４条　前２条に掲げるもののほか，経営の許可及び変更の許可について必要な基準は，市長が定める。

（経営開始の届出等）

第５条　経営の許可を受けた者は，当該許可に係る墓地等の経営を開始しようとするときは，あらかじめその旨を市長に届け出なければならない。変更の許可を受けた者が当該許可に係る区域の墓地又は納骨堂若しくは火葬場の施設につき供用を開始しようとするときも，同様とする。　

（都市計画事業等の施行による墓地又は火葬場の新設等の届出）

第６条　法第１１条の規定により許可があったものとみなされる墓地又は火葬場の新設，変更又は廃止を行う場合は，当該墓地又は火葬場の経営者は，その旨を市長に届け出なければならない。

（委任）

第７条　この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。

　　　附　則

（施行期日）

１　この条例は，平成１２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例の施行前に仙台市墓地，埋葬等に関する法律施行細則（平成元年仙台市規則第５０号）の規定によりなされた手続その他の行為でこの条例中これに相当する規定のあるものは，この条例の規定によりなされたものとみなす。
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